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本書は，2018 年を日本のキャッシュレ

ス元年と位置付け，日本でのキャッシュレ

ス化の先行例となりうる海外の動向とその

教訓や，キャッシュレス取引の仕組みを解

説する。日本が現金大国であるのは高々こ

の数十年の慣習に過ぎないもので，仕組み

と心構え次第で日本がキャッシュレス社会

になる余地が大きい点を様々な角度から整

理している。

まず前半部分でキャッシュレス化を 4つ

に大別し，銀行預金口座と各種カード，

Suica などの電子マネー，ビットコインな

どの仮想通貨電子マネー，そして電子通貨

に関して，それぞれの特徴と主要国・地域

での普及状況を整理する。日本はもちろん

だが，筆者の専門である欧州のほか，米

国，中国，インド，そしてケニアまで幅広

くカバーされており，一人当たり GDP と

は関係なく環境次第でキャッシュレス化が

進むこともあれば遅れることもあると痛感

させられる。ケニア以外のサブサハラ諸国

でもモバイルペイメント普及が日本以上に

急速に進んでいるケースがある。欧州も一

様ではなく，キャッシュレスの普及に進ん

だ北欧と，遅れているドイツの違いなども

丁寧に説明される。スウェーデンのモバイ

ルペイメントシステムである switsh は 6

割超の国民が利用しているが，銀行などが

仕組みを統一して利用者目線に立って整備

したのがキャッシュレス化が加速した要因

とされる。また，越境EC拡大とモバイル

ペイメントの相性が良い点も北欧の経験か

ら確認される。なお，日本国内では中国が

キャッシュレス先進国であるというイメー

ジが一部で強いが，本書では異なる見方も

示す。

日本のキャッシュレス普及の障害とし

て，供給者の論理だけで乱立状況のまま

サービスを展開していてユーザの利便性に

配慮していない点，利用店舗の手数料が高

い点などを指摘しており，これらの改善で

普及に弾みがつく可能性があるとする。

また，日本の地域振興券については，ICT

企業による「ぼったくり」に過ぎないと手

厳しい。

ビットコインの仕組みについてもハッ

シュ関数などの仕組みを含めて丁寧に解説
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